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【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

　「会計士報告書」を含む香港目論見書が平成22年6月30日付をもって香港において開示されたことに伴い、主とし
て同香港目論見書の記載内容を反映するため、平成22年6月24日付をもって提出した有価証券届出書の記載事項を訂
正するものであります。

 

【訂正事項】

 

表紙

第一部　証券情報

　第１　募集要項

　　　１　株式の募集

　　　（２）募集の方法及び条件

　　　　　②　募集の条件

　　　２　新規発行による手取金の使途

　　　（１）新規発行による手取金の額

第二部　企業情報

　第２　企業の概況

　　　３　事業の内容

　　　４　関係会社の状況

　第３　事業の状況

　　　５　経営上の重要な契約等

　　　７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　第５　提出会社の状況

　　　１　株式等の状況

　　　（２）発行済株式総数及び資本金の推移

　　　２　配当政策

　　　４　役員の状況

　第６　経理の状況

　　　１　財務書類

　　　　　　会計士報告書

　　　３　その他

 

【訂正箇所】

 

　訂正箇所には下線または右枠の縦線を付しております。
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【表紙】

 

＜訂正前＞

 

（前　略）

 

 「最近日」 本書に含まれる一定の情報を確認することのできる、本書作成日に実
務上最も近い日である2010年6月18日を意味する。

 

（後　略）

 

＜訂正後＞

 

（前　略）

 

 「最近日」 本書に含まれる一定の情報を確認することのできる、本書作成日に実
務上最も近い日である2010年6月25日を意味する。

 

（後　略）

 

第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【株式の募集】

（２）【募集の方法及び条件】

②【募集の条件】

 

＜訂正前＞

 

額面・無額面の別 発行価格 資本組入額 申込株数単位 申込期間 申込証拠金 払込期日

額面株式

(未定)香港ドル

（１株当たり
2.88香港ドル
から3.48香港ド
ルを仮条件とす

る。）

（注1）

（注2）

（注3）

１株当たり

1.00人民元

10,000株以上

1,000株単位

（注4）

2010年７月12日から

2010年７月13日まで

（注5）

不要
2010年７月16日

（注5）

 

（後　略）

 

＜訂正後＞

 

額面・無額面の別 発行価格 資本組入額 申込株数単位 申込期間 申込証拠金 払込期日
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額面株式

(未定)香港ドル

（１株当たり
2.88香港ドル
から3.48香港ド
ルを仮条件とす

る。）

（注1）

（注2）

（注3）

１株当たり

1.00人民元

10,000株以上

1,000株単位

（注4）

2010年７月12日から

2010年７月13日まで

（注5）

不要

2010年７月16日

（注5）

（注6）

 

（中　略）

 

（注6）引受人から当行に対する当行Ｈ株式の払込期日であり、本募集を通じて当行Ｈ株式を申し込む者は、下記
「（３）株式の引受け」に記載の本募集の申込取扱金融商品取引業者の指定する日までに払い込まなけれ
ばならない。

 

（後　略）

 

２【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

 

＜訂正前＞

 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

80,809,412,700香港ドル

（約947,086百万円）

（注1）（注2）

（未定）香港ドル

（注2）

（未定）香港ドル

（注2）

（注1）払込金額の総額は、グローバル・オファリングにおいて当行が発行する当行Ｈ株式の株式総数（上記「１-
（２）-① 募集の方法-発行数」に記載される。）に基づき、オーバーアロットメント・オプションが行使さ
れず、発行価格が上記「１-(２)-② 募集の条件-発行価格」に記載の仮条件の中間値（１株当たり3.18香港
ドル）に等しいものと仮定して算出した場合の暫定額である。

 

（後　略）

 

＜訂正後＞

 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

80,809,412,700香港ドル

（約947,086百万円）

（注1）（注2）

1,300,000,000香港ドル

（約15,236百万円）

（注1）（注2）

79,509,412,700香港ドル

（約931,850百万円）

（注1）（注2）

（注1）払込金額の総額、発行諸費用の概算額および差引手取概算額は、グローバル・オファリングにおいて当行が
発行する当行Ｈ株式の株式総数（上記「１-（２）-① 募集の方法-発行数」に記載される。）に基づき、
オーバーアロットメント・オプションが行使されず、発行価格が上記「１-(２)-② 募集の条件-発行価格」
に記載の仮条件の中間値（１株当たり3.18香港ドル）に等しいものと仮定して算出した場合の暫定額であ
る。

 

（後　略）
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第二部【企業情報】

第２【企業の概況】

３【事業の内容】

（２）事業

 

＜訂正前＞

 

　(a)　事業

（中　略）

当行の主要な事業

（中　略）

法人向け銀行業務

（中　略）

主要な商品およびサービス

（中　略）

報酬および手数料制の商品およびサービス

（中　略）

現金管理

当行は、法人顧客に対しその流動資金の管理のために、口座管理、情報サービス、回収および支払い、取引決済、投資
ならびに金融サービスを含む、総合的な現金管理サービスを提供している。現金管理サービスは、多くの拠点または
支店間の現金の移動を集中的に管理する必要のある大企業に特に有用である。2009年、当行は、顧客に人民元および
外貨両方で総合的なグローバル・サービスを提供する、新たな現金管理ブランド「行雲」を導入した。2009年12月31
日現在、当行の現金管理顧客数は約51,000であり、2008年12月31日から48.5％増加している。2009年、当行の現金管理
サービスによる取引処理の合計額は32.9兆人民元に達した。当行の顧客には、中国企業上位100社の55％および中国
企業上位500社の約35％が含まれている。2009年、当行は「ザ・アジアン・バンカー」誌から、「キャッシュ・マネジ
メント・アチーブメント・アワード（大中華圏）」を受賞し、21世紀アジア金融年次会議において「キャッシュ・
マネジメント・ビジネス・イノベーション・アワード」を受賞した。

 

（中　略）

 

　(b)　県域銀行業務

（中　略）

当行の県域銀行業務

（中　略）

リスク管理

　当行は、県域における当行の事業について、当行全体のリスク管理の方針および手続を適用している。さらに当行
は、当行の県域事業のリスクに具体的に対処するための方針および手続を確立している。「第二部-第２-３-（２）
-(d) リスク管理-信用リスク管理-県域銀行業務に関する信用リスク管理」を参照のこと。

 

（中　略）

 

　(c)　発起人との関係および関連当事者間取引

（中　略）

関連当事者間取引

（中　略）

適用除外を受ける継続的な関連当事者間取引
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（中　略）

関連当事者に提供される貸出および信用枠

（中　略）

 

上記の当行から当行の関連当事者に対する銀行業務の商品およびサービスの提供は、市場実勢レートを参照した
一般的な取引条件で行われている。

上記の当行から当行の関連当事者への銀行業務の商品およびサービスの提供が、当行の通常業務において行われ、
一般的な取引条件で、かつ、独立した第三者（関連当事者でない当行のその他類似の立場にある従業員を含む。）に
提供される際の条件と同等またはこれよりも有利でない条件で行われる場合、かかる提供については、上場規則の
ルール14A第65(1)項に基づき、継続的な関連当事者間取引の適用が除外される。すなわち、上場会社がその通常業務
において、関連当事者のために、一般的な取引条件で行う資金提供には、上場規則のルール14A第35項およびルール
14A第45項ないしルール14A第48項に規定されるすべての報告、公示および独立株主からの承認取得の要件は適用さ
れない。

 

クレディ・アグリコル-CIB（CA-CIB）との関連当事者間取引

アムンディ・アセットマネジメント（以下「CAアセットマネジメント」という。）は、当行の非完全子会社である
農銀匯理基金管理有限公司の33.33％の持分を保有している。上場規則に従い、CAアセットマネジメントは当行の1つ
の子会社の大株主であるため、CAアセットマネジメントおよびその関連会社は上場規則に規定される当行の関連当
事者である。

クレディ・アグリコルは、CAアセットマネジメントの75％の持分を、またフランスにおける発券銀行であるクレ
ディ・アグリコル-CIB（以下「CA-CIB」という。）の100％の持分をそれぞれ保有している。したがって、上場規則に
基づき、CA-CIBは、CAアセットマネジメントの関連会社でありかつ当行の関連当事者である。

 

（後　略）

 

＜訂正後＞

 

　(a)　事業

（中　略）

当行の主要な事業

（中　略）

法人向け銀行業務

（中　略）

主要な商品およびサービス

（中　略）

報酬および手数料制の商品およびサービス

（中　略）

現金管理

当行は、法人顧客に対しその流動資金の管理のために、口座管理、情報サービス、回収および支払い、取引決済、投資
ならびに金融サービスを含む、総合的な現金管理サービスを提供している。現金管理サービスは、多くの拠点または
支店間の現金の移動を集中的に管理する必要のある大企業に特に有用である。2009年、当行は、顧客に人民元および
外貨両方で総合的なグローバル・サービスを提供する、新たな現金管理ブランド「行雲」を導入した。2009年12月31
日現在、当行の現金管理顧客数は約51,000であり、2008年12月31日から48.5％増加している。2009年、当行の現金管理
サービスによる取引処理の合計額は32.9兆人民元に達した。当行の顧客には、中国企業上位100社の55％および中国
企業上位500社の約35％が含まれている。2009年、当行は「ザ・アジアン・バンカー」誌から、「キャッシュ・マネジ
メント・アチーブメント・アワード（中国）」を受賞し、21世紀アジア金融年次会議において「キャッシュ・マネ
ジメント・ビジネス・イノベーション・アワード」を受賞した。

 

（中　略）
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　(b)　県域銀行業務

（中　略）

当行の県域銀行業務

（中　略）

リスク管理

　当行は、県域における当行の事業について、当行全体のリスク管理の方針および手続を適用している。さらに当行
は、当行の県域銀行業務のリスクに具体的に対処するための方針および手続を確立している。「第二部-第２-３-
（２）-(d) リスク管理-信用リスク管理-県域銀行業務に関する信用リスク管理」を参照のこと。

 

（中　略）

 

　(c)　発起人との関係および関連当事者間取引

（中　略）

関連当事者間取引

（中　略）

適用除外を受ける継続的な関連当事者間取引

（中　略）

関連当事者に提供される貸出および信用枠

（中　略）

 

上記の当行から当行の関連当事者に対する貸出および信用枠の提供は、市場実勢レートを参照した一般的な取引
条件で行われている。

上記の当行から当行の関連当事者に対する貸出および信用枠の提供が、当行の通常業務において行われ、一般的な
取引条件で、かつ、独立した第三者（関連当事者でない当行のその他類似の立場にある従業員を含む。）に提供され
る際の条件と同等またはこれよりも有利でない条件で行われる場合、かかる提供については、上場規則のルール14A
第65(1)項に基づき、継続的な関連当事者間取引の適用が除外される。すなわち、上場会社がその通常業務において、
関連当事者のために、一般的な取引条件で行う資金提供には、上場規則のルール14A第35項およびルール14A第45項な
いしルール14A第48項に規定されるすべての報告、公示および独立株主からの承認取得の要件は適用されない。

 

クレディ・アグリコル-CIB（CA-CIB）との関連当事者間取引

アムンディ・アセットマネジメントは、当行の非完全子会社である農銀匯理基金管理有限公司の33.33％の持分を
保有している。上場規則に従い、アムンディ・アセットマネジメントは当行の1つの子会社の大株主であるため、アム
ンディ・アセットマネジメントおよびその関連会社は上場規則に規定される当行の関連当事者である。

クレディ・アグリコルは、アムンディ・アセットマネジメントの75％の持分を、またフランスにおける発券銀行で
あるクレディ・アグリコル-CIB（以下「CA-CIB」という。）の100％の持分をそれぞれ保有している。したがって、上
場規則に基づき、CA-CIBは、アムンディ・アセットマネジメントの関連会社でありかつ当行の関連当事者である。

 

（後　略）

 

４【関係会社の状況】

（２）子会社および関連会社

 

＜訂正前＞

 

（前　略）
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当行の株主構成およびグループ構造

以下の図は、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直前の当行の株主構成およびグループ

構造を示したものである。
(1)

 

（図表略）

 

(1)　オーバーアロットメント・オプションの行使前または行使後のＡ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完

了直後の当行の株主構成および株式資本については、「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移」を参照

のこと。

 

（後　略）

 

＜訂正後＞

 

（前　略）

 

当行の株主構成およびグループ構造

以下の図は、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直前の当行の株主構成およびグループ

構造を示したものである。
(1)

 

（図表略）

 

(1)　Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直前の当行の株主構成および株式資本については、「第二部-

第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移」を参照のこと。

 

（後　略）
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第３【事業の状況】

５【経営上の重要な契約等】

 

＜訂正前＞

 

当行は本書の日付に先立つ2年間において、重要または重要となりうる契約を以下の通り締結している（通常の業
務の過程において締結された契約を除く。）。

 

（中　略）

 

　(p)　香港引受契約

 

＜訂正後＞

 

当行は本書の日付に先立つ2年間において、重要または重要となりうる契約を以下の通り締結している（通常の業
務の過程において締結された契約を除く。）。

 

（中　略）

 

　(p)　香港引受契約

 

当行の特定投資家

特定投資家向け販売

国際オファリングの一環として、ジョイント・ブックランナーおよび当行は、以下に記載される11名の特定投資家
のそれぞれとの間で、中核的投資家契約を締結し、当該契約に基づき特定投資家は、総額54.5億米ドルで購入可能な
数のオファリング株式（Ｈ株式1,000株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けること（以下「特定
投資家向け販売」という。）に合意した。オファー価格を3.18香港ドル（「第一部-第１-１-（２）- ② 募集の条件
-発行価格」に記載の仮条件の中間値であり、以下同様。）と仮定した場合、特定投資家が引き受けるＨ株式の総数
は、約13,337,585,000株となり、これは(ⅰ)（Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングに係るオーバー
アロットメント・オプションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファ
リングの完了時の発行済株式の約4.20％、または(ⅱ)Ａ株式オファリングが実施されなかった場合（グローバル・
オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定して）グローバル・オファリング
の完了時の発行済株式の約4.51％に相当する。

特定投資家は、独立の第三者であり、当行の関連当事者ではない。

特定投資家向け販売は、国際オファリングの一部を構成する。特定投資家が引き受けるオファリング株式は、他の
全額払込済の発行済Ｈ株式とすべての点において同順位であり、当行の浮動株として算入される。グローバル・オ
ファリングの完了直後において、いずれの特定投資家も当行の取締役会に代表者を参加させることはなく、また当行
の大株主となることはない。特定投資家が引き受けるオファリング株式は、「第一部-第４-１-（１）グローバル・
オファリングの構造-再配分」に記載される、国際オファリングと香港オファリングの間のオファリング株式の再配
分の影響を受けない。

 

特定投資家

以下の特定投資家は、ジョイント・ブックランナーおよび当行との間で特定投資家向け販売に関して中核的投資
家契約を締結している。特定投資家に関する情報は、特定投資家向け販売に関連して各特定投資家より提供されたも
のである。

アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニー

アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニーは、100百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株
式（Ｈ株式1,000株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香
港ドルと仮定した場合、アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニーが引き受けるＨ株式の総数は
244,726,000株となり、これは（Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングに係るオーバーアロットメン
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ト・オプションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了
直後の発行済株式の約0.077％、またはＡ株式オファリングが実施されなかった場合（グローバル・オファリングに
係るオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定して）グローバル・オファリングの完了直後の発
行済株式の約0.083％に相当する。

アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニーは、米国デラウェア州において設立された法人であり、その
普通株式はニューヨーク証券取引所に上場され取引されている。同社は、油料種子、トウモロコシ、小麦、カカオ豆お
よびその他飼料の世界最大の加工業者の一つであり、植物油、タンパク質食品、コーンシロップ、小麦粉、バイオ
ディーゼル、エタノールならびにその他の付加価値食品および飼料成分の大手製造業者であり、農産物の調達、保管、
洗浄および輸送を行うための大規模穀物倉庫および輸送ネットワーク事業を展開している。

さらに、当行は、2010年6月11日付で、アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニーとの間で、両当事者の
長期的かつ相互に有益な協力関係の確立に関する相互認識を明記した拘束力のない覚書を締結した。

 

チョンコン（ホールディングス）リミテッド

ルペルタ・リミテッドは、100百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式1,000株の取引単位
未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香港ドルと仮定した場合、ルペル
タ・リミテッドが引き受けるＨ株式の総数は244,726,000株となり、これは（Ａ株式オファリングおよびグローバル
・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファリ
ングおよびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.077％、またはＡ株式オファリングが実施され
なかった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定し
て）グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.083％に相当する。

ルペルタ・リミテッドは、英領ヴァージン諸島に設立された有限責任会社であり、チョンコン（ホールディング
ス）リミテッドの間接的な完全子会社である。チョンコン（ホールディングス）リミテッドも、ルペルタ・リミテッ
ドの最終親会社として中核的投資家契約を締結している。

チョンコン（ホールディングス）リミテッドは、香港証券取引所のメインボードに上場している会社であり、その
主要な事業は投資保有事業およびプロジェクト管理事業である。その子会社は、不動産開発および投資、ホテルおよ
びサービススイートの運営、不動産およびプロジェクト管理ならびに証券投資の分野に携わっている。

 

チャイナ・リソーシズ・ホールディングス・カンパニー・リミテッド

コモトラ・カンパニー・リミテッドは、200百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式1,000
株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香港ドルと仮定し
た場合、コモトラ・カンパニー・リミテッドが引き受けるＨ株式の総数は489,452,000株となり、これは（Ａ株式オ
ファリングおよびグローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも行使されない
と仮定して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.15％、またはＡ
株式オファリングが実施されなかった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプショ
ンが行使されないと仮定して）グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.17％に相当する。

コモトラ・カンパニー・リミテッドは、香港に設立された有限責任会社であり、その主要な事業は証券投資保有事
業である。コモトラ・カンパニー・リミテッドは、チャイナ・リソーシズ・ホールディングス・カンパニー・リミ
テッドの完全子会社である。チャイナ・リソーシズ・ホールディングス・カンパニー・リミテッドの主要な事業は
投資保有事業である。チャイナ・リソーシズ・ホールディングス・カンパニー・リミテッド（その子会社を含む。）
は、消費者製品（小売および飲食料品）事業、電力事業、不動産事業、セメント事業、ガス事業、医薬事業および金融
サービス事業をその中核事業とする、香港および中国における多角的巨大複合企業である。

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

訂正有価証券届出書（通常方式）

10/45



チャイナ・トラベル・サービス（ホールディングス）香港リミテッド

チャイナ・トラベル・ファイナンス・アンド・インベストメント香港リミテッドは、150百万米ドル相当額の香港
ドルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式1,000株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意
した。オファー価格を3.18香港ドルと仮定した場合、チャイナ・トラベル・ファイナンス・アンド・インベストメン
ト香港リミテッドが引き受けるＨ株式の総数は367,089,000株となり、これは（Ａ株式オファリングおよびグローバ
ル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファ
リングおよびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.116％、またはＡ株式オファリングが実施さ
れなかった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定し
て）グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.124％に相当する。

チャイナ・トラベル・ファイナンス・アンド・インベストメント香港リミテッドは、香港に設立された有限責任
会社であり、チャイナ・トラベル・サービス（ホールディングス）香港リミテッドの完全子会社である。チャイナ・
トラベル・サービス（ホールディングス）香港リミテッドも、チャイナ・トラベル・ファイナンス・アンド・イン
ベストメント香港リミテッドの最終親会社としての立場で中核的投資家契約を締結している。

チャイナ・トラベル・ファイナンス・アンド・インベストメント香港リミテッドの主要な事業は、投資保有事業、
貸金業および証券取引業である。チャイナ・トラベル・サービス（ホールディングス）香港リミテッドの主要な事
業には、旅行代理店およびその関連事業、観光サービス、物流事業、鉄鋼生産における産業投資、中国における不動産
開発等の多様な事業ポートフォリオが含まれる。チャイナ・トラベル・サービス（ホールディングス）香港リミ
テッドは、チャイナ・トラベル・インターナショナル・インベストメント香港リミテッドの支配株主でもあり、その
株式は香港証券取引所のメインボードに上場され取引されている。

 

クウェート投資庁

クウェート投資庁は、800百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式1,000株の取引単位未満
は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香港ドルと仮定した場合、クウェート
投資庁が引き受けるＨ株式の総数は1,957,811,000株となり、これは（Ａ株式オファリングおよびグローバル・オ
ファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファリング
およびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.62％、またはＡ株式オファリングが実施されな
かった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定して）
グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.66％に相当する。

クウェート投資庁は、クウェート財務省がクウェートのためにクウェートに代わってクウェート投資庁に委託す
る資金および資産の運用および管理を担うクウェートの自律的な政府機関である。

 

カタール投資庁

カタール・ホールディング・エルエルシーは、28億米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式
1,000株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香港ドルと仮
定した場合、カタール・ホールディング・エルエルシーが引き受けるＨ株式の総数は6,852,339,000株となり、これ
は（Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも
行使されないと仮定して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約
2.16％、またはＡ株式オファリングが実施されなかった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロット
メント・オプションが行使されないと仮定して）グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約2.32％に
相当する。

カタール・ホールディング・エルエルシーは、カタール投資庁の戦略的な直接投資部門である。カタール・ホール
ディング・エルエルシーの主な投資資産には、バークレイズ・ピーエルシー、クレディ・スイス・グループ、ハロッ
ズ、ハサッド・フード・カンパニー、Ｊセインズベリー・ピーエルシー、ロンドン証券取引所、ラガルデール・エス
シーエー、ポルシェ・エスイー、カタール取引所、カタール・テレコム、カタール・ナショナル・バンクおよびフォル
クスワーゲン・アーゲーが含まれる。

さらに、当行は、2010年6月17日付で、カタール・ホールディング・エルエルシーとの間で、両当事者間の戦略的な
経済協力関係の発展および強化に向けた基本事項を定めた拘束力のない覚書を締結した。
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ラボバンク

ラボバンク・インターナショナル・ホールディング・ビー・ヴイは、250百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能
な数のＨ株式（Ｈ株式1,000株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価
格を3.18香港ドルと仮定した場合、ラボバンク・インターナショナル・ホールディング・ビー・ヴイが引き受ける
Ｈ株式の総数は611,816,000株となり、これは（Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングに係るオー
バーアロットメント・オプションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オ
ファリングの完了直後の発行済株式の約0.19％、またはＡ株式オファリングが実施されなかった場合（グローバル
・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定して）グローバル・オファリン
グの完了直後の発行済株式の約0.21％に相当する。

ラボバンク・インターナショナル・ホールディング・ビー・ヴイは、オランダにおいて設立された、ラボバンクの
直接子会社である。ラボバンクも、ラボバンク・インターナショナル・ホールディング・ビー・ヴイの最終親会社と
して中核的投資家契約を締結している。

ラボバンクは、オランダを拠点とし、協同組織として運営される、国際的な金融サービスの提供者である。2010年6
月現在、ラボバンク・グループはラボバンク、その子会社および143の独立した現地の各ラボバンクにより構成され、
48カ国で事業を展開している。かかる事業には、国内個人向け銀行業務、ホールセールおよび海外個人向け銀行業務、
アセットマネジメントおよび投資、リースならびに不動産が含まれる。ラボバンク・グループは、オランダにおいて
は総合金融分野に注力しており、海外においては、世界最大の食品農業関連銀行として、食品および農業に関連する
事業分野に注力している。

さらに、当行は、2010年6月2日付で、ラボバンクとの間で、両行およびその関連子会社との間の総合的な戦略的協力
関係に関する覚書を締結した。同覚書に基づき、ラボバンクは当行に対し、技術支援、訓練および専門的知識を提供
し、両当事者は、中国および中国国外における農村金融、リース、資産管理およびホールセール・バンキング業務にお
いて協力関係を探求している。

 

スタンダードチャータード銀行

スタンダードチャータード銀行は、500百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式1,000株の
取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香港ドルと仮定した場
合、スタンダードチャータード銀行が引き受けるＨ株式の総数は1,223,632,000株となり、これは（Ａ株式オファリ
ングおよびグローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも行使されないと仮定
して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.39％、またはＡ株式オ
ファリングが実施されなかった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションが行
使されないと仮定して）グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.41％に相当する。

スタンダードチャータード銀行は英国において英国王室の認可を受けて1853年に有限責任会社として設立され、
英国金融サービス機構の監督下にある。スタンダードチャータード銀行は、ロンドンおよび香港の証券取引所に上場
しているスタンダードチャータード・ピーエルシーの完全子会社である。スタンダードチャータード・ピーエル
シーは、スタンダードチャータード銀行を含む多くの子会社を擁しており、アジア、アフリカおよび中東の市場に注
力する大手国際銀行および金融サービス会社である。2009年12月31日現在、スタンダードチャータード・ピーエル
シーおよびその子会社は70カ国以上の国において約1,700の支店および出張所を有しており、全世界で75,000人以上
の従業員を擁している。スタンダードチャータード・ピーエルシーのアジア地域における事業の重要性は高く、その
事業規模は同社の2009年12月31日に終了する事業年度の税引前利益約50億米ドルの75％以上に相当する。

さらに、当行は、2010年6月17日付で、スタンダードチャータード銀行との間で、相互の顧客、地理的分布の強みおよ
び商品の可能性ならびに従業員の訓練の活用を意図して、銀行サービスおよび金融サービスにおける協力関係に関
する拘束力のない基本原則書を締結した。両当事者は、かかる拘束力のない基本原則書を議論の前提として、かかる
分野における将来的な協力関係の条件に関し、議論および交渉を行う意向である。

 

セブン・グループ・ホールディングス・リミテッド

セブン・グループ・ホールディングス・リミテッドは、250百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株式
（Ｈ株式1,000株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香港
ドルと仮定した場合、セブン・グループ・ホールディングス・リミテッドが引き受けるＨ株式の総数は611,816,000
株となり、これは（Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプ
ションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後の発
行済株式の約0.19％、またはＡ株式オファリングが実施されなかった場合（グローバル・オファリングに係るオー
バーアロットメント・オプションが行使されないと仮定して）グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式
の約0.21％に相当する。

セブン・グループ・ホールティングス・リミテッドは、オーストラリア証券取引所に上場する、多様な事業および
投資を行うオーストラリアの大手企業である。同社はオーストラリアのテレビ放送、雑誌出版およびオンライン・メ
ディア業界において、セブン・メディア・グループを通じて市場主導的なプレゼンスを有している。同社はまた、
オーストラリア西部における主要新聞紙の出版社であるウェスト・オーストラリアン・ニュースペーパー・ホール
ディングスおよびオーストラリアにおける有料テレビ放送の権利を有するコンソリデーテド・メディア・ホール
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ディングスを含む上場会社の主要株主である。同社は、オーストラリア西部、ニューサウスウェールズ州、オーストラ
リア首都特別区および中国北東部の6省におけるキャタピラーの代理販売を行う完全子会社であるウェストラック
・グループを介して、オーストラリアおよび中国の産業用装置業界における事業を展開している。

さらに、当行は、2010年6月8日付で、セブン・グループ・ホールティングス・リミテッドとの間で、両当事者が相互
の事業目標の発展の支援および中国の経済的発展の機会を探求することの合意に関する基本事項を明記した拘束力
のない覚書を締結した。

 

タマセック・ホールディングス（プライベート）リミテッド

ケアンヒル・インベストメンツ（モーリシャス）ピーティーイー・リミテッドは、200百万米ドル相当額の香港ド
ルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式1,000株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意し
た。オファー価格を3.18香港ドルと仮定した場合、ケアンヒル・インベストメンツ（モーリシャス）ピーティーイー
・リミテッドが引き受けるＨ株式の総数は489,452,000株となり、これは（Ａ株式オファリングおよびグローバル・
オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも行使されないと仮定して）Ａ株式オファリン
グおよびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.15％、またはＡ株式オファリングが実施されな
かった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定して）
グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.17％に相当する。

ケアンヒル・インベストメンツ（モーリシャス）ピーティーイー・リミテッドはタマセック・ホールディングス
（プライベート）リミテッドの完全子会社である。1974年に設立されたタマセック・ホールディングス（プライ
ベート）リミテッドは、本社をシンガポールに置くアジアの投資会社であり、アジアおよび中南米の12の海外事務所
を介して、約1,720億シンガポールドル（約1,190億米ドル）（2009年7月31日現在）規模の多様な投資ポートフォリ
オを有しており、その主要な投資はシンガポール、アジアおよび新興経済国に集中している。

 

ユナイテッド・オーバーシーズ銀行

ユナイテッド・オーバーシーズ銀行は、100百万米ドル相当額の香港ドルで購入可能な数のＨ株式（Ｈ株式1,000
株の取引単位未満は切捨て）をオファー価格で引き受けることに合意した。オファー価格を3.18香港ドルと仮定し
た場合、ユナイテッド・オーバーシーズ銀行が引き受けるＨ株式の総数は244,726,000株となり、これは（Ａ株式オ
ファリングおよびグローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプションがいずれも行使されない
と仮定して）Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.077％、またはＡ
株式オファリングが実施されなかった場合（グローバル・オファリングに係るオーバーアロットメント・オプショ
ンが行使されないと仮定して）グローバル・オファリングの完了直後の発行済株式の約0.083％に相当する。

ユナイテッド・オーバーシーズ銀行はアジアの大手銀行であり、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイお
よび中国における銀行子会社を含む、アジア太平洋、西ヨーロッパ、北米における19の国および地域における500以上
の拠点からなるグローバル・ネットワークを通じて、幅広い金融サービスを提供している。

 

前提条件

特定投資家の引受義務は、とりわけ、以下の前提条件に従う。

(a)　香港オファリングに関連する香港引受契約および国際オファリングに関連する国際買取契約が締結されてお
り、かつ、それらが有効かつ無条件であること。

(b)　上記の契約がいずれも終了していないこと。

(c)　香港証券取引所の上場委員会がＨ株式の上場および取引を許可し、かつ、かかる承認または許可が取り消され
ていないこと。

(d)　香港オファリング、国際オファリングまたは関連する中核的投資家契約において予定される取引の実行を禁
止する法律が施行または公布されておらず、かつ、かかる取引の実行を排除または禁止する管轄裁判所の有
効な命令または差止め命令が下されていないこと。

 

特定投資家による処分の制限

アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニー、クウェート投資庁、カタール・ホールディング・エルエル
シー、セブン・グループ・ホールティングス・リミテッド、スタンダードチャータード銀行およびラボバンク・イン
ターナショナル・ホールディングならびにその関連会社を含む一部の特定投資家は、当行との戦略的協力に関する
覚書の締結または特定投資家向け販売において当行に対し多額の投資を行うことに関する約束を通じて、当行と戦
略的な関係を築いている。これらの各特定投資家は、一定の許容されたグループ内の譲渡を除き、当行およびジョイ
ント・ブックランナーの事前の書面による同意なく、直接的または間接的に、上場日以降12ヶ月間のいずれの時点に
おいても、特定投資家向け販売により引き受け、かつ取得したいずれのＨ株式も処分しないことについて合意してい
る。
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ルペルタ・リミテッド、コモトラ・カンパニー・リミテッド、チャイナ・トラベル・ファイナンス・アンド・イン
ベストメント香港リミテッド、ケアンヒル・インベストメンツ（モーリシャス）ピーティーイー・リミテッドおよ
びユナイテッド・オーバーシーズ銀行を含む他の特定投資家は、一定の許容されたグループ内の譲渡を除き、当行お
よびジョイント・ブックランナーの事前の書面による同意なく、直接的または間接的に、上場日以降6ヶ月間のいず
れの時点においても、特定投資家向け販売により引き受け、かつ取得したそのＨ株式を処分しないこと、また、上場日
から6ヶ月後以降12ヶ月後までの間において、特定投資家向け販売により引き受け、かつ取得したＨ株式の過半数を
処分しないことについて合意している。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財務情報

 

＜訂正前＞

 

（前　略）

市場リスクの定量的および定性的分析

（中　略）

　為替リスク

（中　略）

 

当行は、当行の顧客との取引から発生するリスクを含む金利リスクおよび為替リスクを管理するために、一定の金
融デリバティブ商品を利用している。金融デリバティブ商品は当初認識時に主として公正価値で測定され、金利ス
ワップ、為替予約、通貨スワップ、クロスカレンシー金利スワップおよび通貨オプションを含んでいる。金利スワップ
は、特定の元本額に基づき将来における金利支払いの流れが別の流れに交換される当行と相手方との間の契約であ
る。為替予約取引とは、取引日に設定された為替レートで外貨が売買され、支払いおよび交付が将来の特定の時点で
行われる取引である。通貨スワップは、当行と相手方がスポット通貨交換契約と先物逆交換契約に同時に締結する取
引である。クロスカレンシー金利スワップは、ある通貨建ての元本および利息を別の通貨建ての元本および利息と交
換する当行と相手方との契約である。通貨オプションは、指定期日または指定期間中に、合意された金額で外貨建資
産を売買する権利を付与する通貨交換契約である。当行は、かかるデリバティブ商品を、IAS第39号に基づくヘッジ商
品として扱っていない。

 

（中　略）

 

重要な不利益変更の不存在

当行の取締役は、本書に記載の事項を除き、2009年12月31日以降、当行の財政状態または取引状態に不利益となる
ような重要な変化はないことを確認している。

 

＜訂正後＞

 

（前　略）

市場リスクの定量的および定性的分析

（中　略）

　為替リスク

（中　略）

 

当行は、当行の顧客との取引から発生するリスクを含む金利リスクおよび為替リスクを管理するために、一定の金
融デリバティブ商品を利用している。金融デリバティブ商品は当初認識時に公正価値で測定され、金利スワップ、為
替予約、通貨スワップ、クロスカレンシー金利スワップおよび通貨オプションを含んでいる。金利スワップは、特定の
元本額に基づき将来における金利支払いの流れが別の流れに交換される当行と相手方との間の契約である。為替予
約取引とは、取引日に設定された為替レートで外貨が売買され、支払いおよび交付が将来の特定の時点で行われる取
引である。通貨スワップは、当行と相手方がスポット通貨交換契約と先物逆交換契約に同時に締結する取引である。
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クロスカレンシー金利スワップは、ある通貨建ての元本および利息を別の通貨建ての元本および利息と交換する当
行と相手方との契約である。通貨オプションは、指定期日または指定期間中に、合意された金額で外貨建資産を売買
する権利を付与する通貨交換契約である。当行は、かかるデリバティブ商品を、IAS第39号に基づくヘッジ商品として
扱っていない。

 

（中　略）

 

重要な不利益変更の不存在

当行の取締役は、2009年12月31日以降、当行の財政状態または取引状態に不利益となるような重要な変化はないこ
とを確認している。
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第５【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（２）【発行済株式総数及び資本金の推移】

 

＜訂正前＞

 

（前　略）

浮動株比率に係る要件

（中　略）

 

当行は、上場規則ルール8.08(1)に基づいて、香港証券取引所においてその時々で一般投資家が保有する当行の発
行済株式資本の最低割合を、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後においてＨ株式の形
式で香港証券取引所に上場されている当行の株式（MOF、匯金公司およびSSFが保有する株式を除く。）の割合（グ
ローバル・オファリング完了直後に増加した当行株式資本および（もしあれば）Ａ株式オファリングの5％以上と
する。）まで減少させることを認める裁量権の行使を香港証券取引所に求め、申請し、香港証券取引所はその裁量権
を行使することを確認している。

当行は、規定の浮動株比率からの減少について適切に開示し、上場後十分な浮動株が維持されていることをその後
の年次報告書において発表する。

 

＜訂正後＞

 

（前　略）

浮動株比率に係る要件

（中　略）

 

当行は、上場規則ルール8.08(1)に基づいて、香港証券取引所においてその時々で一般投資家が保有する当行の発
行済株式資本の最低割合につき、グローバル・オファリングおよび（該当する場合は）Ａ株式オファリング完了直
後に増加した当行株式資本のうち、それぞれ、Ｈ株式に関しては5％、Ａ株式およびＨ株式に関しては15％以上とする
ことを認める裁量権の行使を香港証券取引所に求め、申請し、香港証券取引所はその裁量権を行使することを確認し
ている。

当行は、規定の浮動株比率からの減少について適切に開示し、上場後十分な浮動株が維持されていることをその後
の年次報告書において発表する。さらに、当行は、一般投資家が保有する当行Ｈ株式の最低株式数に関して、上場規則
に基づく義務を確実に遵守することを目的として、(ⅰ)当行Ｈ株式の登録、SFOの第15条に基づく開示および当行が
利用できるその他の関連情報を監視し、(ⅱ)（一般投資家が保有するＨ株式数が当該最低株式数に満たないことを
認識した場合にはいつでも）一般投資家が保有するＨ株式数が当該最低株式数に達するように当行が適法に利用可
能な措置を講ずる。

 

２【配当政策】

 

＜訂正前＞

 

（前　略）

上記の決議に基づき、当行は、中国GAAPのもとで当行の監査済の単体の純利益の10％に相当する約6,489百万人民
元を法定利益準備金に繰り入れ、またMOFおよび匯金公司に総額200億人民元を現金で配当した。当行に対する持株比
率に基づいて、MOFおよび匯金公司は100億人民元の現金配当を受領する権利を有する。

当該株主総会において、当行の新規株式公開の前後における以下の配当の支払いおよび政策に関する提案もまた
承認された。

・　2010年6月30日に終了する6ヶ月間について、2010年6月30日現在の株主名簿に登録された株主に対して、(ⅰ)法
定剰余準備金および一般準備金に対する必要な繰入れ（中国GAAPに従って決定される2010年6月30日に終了
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する6ヶ月間に係る当行の単体の純利益の10％および20％にそれぞれ相当する金額）の後の監査済純利益お
よび(ⅱ)当行の監査済財務書類に基づいて決定される過去の事業年度における未処分利益の合計に相当する
金額の現金配当（以下「特別配当」という。）を行うことを宣言する。上記(ⅰ)の監査済純利益とは、2010年6
月30日に終了する6ヶ月間について、監査（以下「特別監査」という。）を経て決定された中国GAAPおよび
IFRSにそれぞれ従った2010年6月30日に終了する6ヶ月間の当行の持分所有者帰属連結純利益および単体の純
利益のうち、最も低い額の方をいう。2010年6月30日に終了する6ヶ月間の間に当行株主構成に変化が生じた場
合、各新株主に分配された配当は、当該株式の買取取引が完了した日から起算してその株主が当行株式を実際
に所有した日数に基づいて計算される。取締役会は、特別配当の分配の手配を当行株主から授権されている。

（後　略）

 

＜訂正後＞

 

（前　略）

上記の決議に基づき、当行は、中国GAAPのもとで当行の監査済の単体の純利益の10％に相当する約6,489百万人民
元を法定利益準備金に繰り入れ（当該金額は2009年12月31日に終了した事業年度に係る当行の利益準備金に含まれ
ている。）、またMOFおよび匯金公司に総額200億人民元を現金で配当した。当行に対する持株比率に基づいて、MOFお
よび匯金公司は100億人民元の現金配当を受領する権利を有する。

当該株主総会において、当行の新規株式公開の前後における以下の配当の支払いおよび政策に関する提案もまた
承認された。

・　2010年6月30日に終了する6ヶ月間について、2010年6月30日現在の株主名簿に登録された株主に対して、(ⅰ)法
定剰余準備金および一般準備金に対する必要な繰入れ（中国GAAPに従って決定される2010年6月30日に終了
する6ヶ月間に係る当行の単体の純利益の10％および20％にそれぞれ相当する金額）の後の監査済純利益お
よび(ⅱ)当行の監査済の単体の財務書類に記載される2009年12月31日現在の利益剰余金584億人民元（MOFお
よび匯金公司に対する200億人民元の現金配当ならびに一般準備金への384億人民元の繰入れ控除後）として
表示される過去の事業年度における未処分利益の合計に相当する金額の現金配当（以下「特別配当」とい
う。）を行うことを宣言する。上記(ⅰ)の監査済純利益とは、2010年6月30日に終了する6ヶ月間について、監査
（以下「特別監査」という。）を経て決定された中国GAAPおよびIFRSにそれぞれ従った2010年6月30日に終了
する6ヶ月間の当行の持分所有者帰属連結純利益および単体の純利益のうち、最も低い額の方をいう。2010年6
月30日に終了する6ヶ月間の間に当行株主構成に変化が生じた場合、各新株主に分配された配当は、当該株式
の買取取引が完了した日から起算してその株主が当行株式を実際に所有した日数に基づいて計算される。取
締役会は、特別配当の分配の手配を当行株主から授権されている。

（後　略）
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４【役員の状況】

（１）当行の取締役、監査役および幹部役員

 

＜訂正前＞

 

（前　略）

 

会社秘書役

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

取締役会秘書役、

会社秘書役

 

李振江（Li

Zhenjiang）（39歳）

李振江氏は、2009年1月から、当行の取締役会秘書役、取締

役会室の総経理および組織改革室の業務執行副取締役を

務めている。同氏は、PBOC総務管理部の政策研究所の所長

およびPBOC上海本店の統合管理部の副部長を務めた。同氏

は、2007年8月に当行の組織改革室の室長補佐、2008年1月

に当行のリサーチ室の室長、2008年10月に当行の経営戦略

部の部長に任命された。同氏は、南開大学で経済学の博士

号を取得しており、当行公認のシニア・エコノミストであ

る。同氏は、2010年4月から当行の会社秘書役を務めてい

る。

－

 

＜訂正後＞

 

（前　略）

 

会社秘書役

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

取締役会秘書役、

会社秘書役

 

李振江（Li

Zhenjiang）（39歳）

李振江氏は、2009年1月から、当行の取締役会秘書役、取締

役会室の総経理および組織改革室の業務執行副取締役を

務めている。同氏は、PBOC総務管理部の政策研究所の所長

およびPBOC上海本店の統合管理部の副部長を務めた。同氏

は、2007年8月に当行の組織改革室の室長補佐、2008年1月

に当行のリサーチ室の室長、2008年10月に当行の経営戦略

部の部長に任命された。同氏は、南開大学で経済学の博士

号を取得しており、当行公認のシニア・エコノミストであ

る。同氏は、2010年4月から当行の会社秘書役を務めてい

る。

－

会社秘書役補佐 ?莉華（Woo Lee Wah

Cecilia）

?莉華氏は、2010年4月以降、当行の会社秘書役補佐として

任命されている。?氏の経歴については、「第二部-第５-５

-（１）コーポレート・ガバナンスの状況-コーポレート

・ガバナンスおよび内部統制-コーポレート・ガバナンス

-上場規則ルール8.17および19A.16の免除」を参照のこ

と。

－
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第６【経理の状況】

 

＜訂正前＞

 

ａ.当行は、2009年1月15日に中国において、中国会社法に基づき株式有限会社として設立された。 

本書記載の当行および子会社の邦文の財務書類(以下「邦文の財務書類」という。)は、当行の香港目論見書(以下に定義す

る。)の附属書類Iに組み込むことを目的として作成された原文（英文）の会計士報告書に含まれる、香港上場規則が会計士報

告書の作成のための会計基準として定める香港財務報告基準または国際財務報告基準のうち国際財務報告基準に準拠して作

成された本書記載の原文（英文）の監査済財務書類(以下「原文の監査済財務書類」という。)の翻訳に、下記の円換算額を併

記したものである。原文（英文）の会計士報告書を含む香港目論見書(以下「香港目論見書」という。)は、香港証券取引所への

上場申請および2010年6月下旬に予定されている香港企業登記局への登録を経た後、香港において開示される予定である。当行

の財務書類の日本における開示については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)第129条第１項の規定が適用される予定である。

 

（中　略）

 

ｂ. 原文の監査済財務書類は、外国監査法人等(「公認会計士法」(昭和23年法律第103号)第1条の3第7項に規定されている外国

監査法人等をいう。)であるデロイト・トウシュ・トーマツ (香港における公認会計士事務所)から、「金融商品取引法」(昭和

23年法律第25号)第193条の2第1項第1号に規定されている監査証明に相当すると認められる証明を受ける予定である。監査の

証明、すなわち本書記載の会計士報告書の原文（英文）は、当行が香港企業登記局に登録する予定である香港目論見書ととも

に香港において公表される。本書記載の会計士報告書は、これらの原文を翻訳したものである。
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＜訂正後＞

 

ａ.当行は、2009年1月15日に中国において、中国会社法に基づき株式有限会社として設立された。 

本書記載の当行および子会社の邦文の財務書類(以下「邦文の財務書類」という。)は、当行の香港目論見書(以下に定義す

る。)の附属書類Iである原文（英文）の会計士報告書に含まれる、香港上場規則が会計士報告書の作成のための会計基準とし

て定める香港財務報告基準または国際財務報告基準のうち国際財務報告基準に準拠して作成された本書記載の原文（英文）

の監査済財務書類(以下「原文の監査済財務書類」という。)の翻訳に、下記の円換算額を併記したものである。原文（英文）の

会計士報告書を含む香港目論見書(以下「香港目論見書」という。)は、香港証券取引所への上場申請および2010年6月29日に行

われた香港企業登記局への登録を経た後、香港において開示されている。当行の財務書類の日本における開示については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。)第129条第１

項の規定が適用される。

 

（中　略）

 

ｂ. 原文の監査済財務書類は、外国監査法人等(「公認会計士法」(昭和23年法律第103号)第1条の3第7項に規定されている外国

監査法人等をいう。)であるデロイト・トウシュ・トーマツ (香港における公認会計士事務所)から、「金融商品取引法」(昭和

23年法律第25号)第193条の2第1項第1号に規定されている監査証明に相当すると認められる証明を受けている。監査の証明、す

なわち本書記載の会計士報告書の原文（英文）は、当行が香港企業登記局に登録した香港目論見書とともに香港において公表

されている。本書記載の会計士報告書は、これらの原文を翻訳したものである。
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１【財務書類】
 
＜訂正前＞
 
会計士報告書
 
[2010年6月30日]
取締役 
中国農業銀行股?有限公司 
チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド
ゴールドマン・サックス (アジア)エル・エル・シー 
モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド
ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店 
J.P. モルガン・セキュリティーズ(アジア・パシフィック)リミテッド
マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド 
ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッド
各位
私どもは、2007年、2008年および2009年12月31日に終了した3年間の各年度(以下「関連期間」という。）の中国農
業銀行股?有限公司(以下「当行」という。)およびその子会社(以下、総称して「当行グループ」という。)に関連す
る財務情報(以下「当財務情報」という。)に対する私どもの報告書を以下に掲げている。当財務情報は、香港証券取
引所(以下「証券取引所」という。)のメインボードにおける当行の株式の新規上場に関連して、[2010年6月30日]付
の当行の目論見書(以下「香港目論見書」という。)に掲載するために作成された。 

（中　略）

 
Ⅲ．国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)の適用
 

（中　略）
 
当行グループは、公表されたがまだ発効していない、以下の新基準、改訂基準、修正および解釈指針を早期適用して
いない。

 
IFRS(修正) 2008年5月公表の「IFRSの改善」の一環としてのIFRS第5号の修正

1

IFRS(修正) 2009年4月公表の「IFRSの改善」
2

IAS第27号(改訂) 「連結および個別財務書類」
1

IAS第32号(修正) 「株主割当で発行された新株予約権の分類」
4

IAS第39号(修正) 「適格なヘッジ対象」
1

IFRS第1号(修正) 「初度適用企業に対する追加の免除規定」
3

IFRS第2号(修正) 「グループ現金決済型株式報酬取引」
3

IFRS第3号(改訂) 「企業結合」
1

IFRS第9号 「金融商品」
7

IFRIC第14号(修正) 「最低積立要求額の前払い」
6

IFRIC第17号 「所有者に対する非現金資産の分配」
1

IFRIC第19号 「資本性金融商品による金融負債の消滅」
5

 
1
 2009年7月1日以降に開始する事業年度から適用
2
 2009年7月1日および2010年1月1日以降に開始する事業年度から適宜適用される修正
3
 2010年1月1日以降に開始する事業年度から適用
4 
2010年2月1日以降に開始する事業年度から適用
5 
2010年7月1日以降に開始する事業年度から適用
6 
2011年1月1日以降に開始する事業年度から適用
7 
2013年1月1日以降に開始する事業年度から適用

 
（中　略）

 
39．利益準備金および(累積欠損金)/利益剰余金
 

　当行の(累積欠損金)/利益剰余金の変動
 
(単位：百万人民元)   

 2007年 2008年 2009年
1月1日現在  (889,463) (846,086)10,677
当期純利益  43,38351,59164,892
準備金の資本組入 II.3 － (34,497)－ 
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資本再編 II.3 － 840,859 －
利益剰余金繰入額  － (1,187)(6,489)
一般および法廷準備金繰入額 VI.40 (6) (3) (10,695)
12月31日現在  (846,086)10,67758,385

 
中国の関連法令に従い、当行は、純利益の10%を分配不能な法定利益準備金に振り替えることが義務付けられてい
る。法定利益準備金の残高が株式資本の50%に到達した時点で、当該準備金への振替を終了することができる。
 

（中　略）

 
43．関連当事者取引
 

（中　略）

 
(5) 主要経営者との取引 

 
主要経営者とは、当行グループの活動を計画、指示および管理する権利ならびに責任を有する者である。
 
各事業年度における取締役およびその他の主要経営者の報酬は、以下の通りである。

 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
給料、賞与および福利厚生費 8.71 8.41 8.36 

 
2010年6月11日に基礎となる財務書類が取締役会により承認された際の2009年度についての主要経営者の報酬パッ
ケージの総額は、中国政府の承認を前提とした当行による見積額であった。中国政府による承認後、総額17.37百万人
民元の報酬パッケージが、2010年6月13日の株主総会で承認された。経営者は、引当が行われていない追加の報酬額は
当行グループの2009年12月31日終了事業年度の財務書類に重要な影響を及ぼさないと考えている。
 

（中　略）
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44．偶発負債およびコミットメント
 

（中　略）
 

 
(2) 資本コミットメント
 

当行グループ 
 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

 2007年 2008年 2009年
契約済だが払込未了 2,122 4,135 6,217 
承認済だが契約未締結 259 1,262 1,102 
合計 2,381 5,397 7,319 

 
当行

 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
契約済だが払込未了 2,122 4,134 6,217 
承認済だが契約未締結 259 1,262 1,102 
合計 2,381 5,396 7,319 

（中　略）

 
B.後発事象

 
2010年4月21日に、MOF、匯金公司、当行および全国社会保障基金理事会(the National Council for Social
Security Fund、以下「NCSSF」という。)により調印された「中国農業銀行股?有限公司株式の引受に関する合意」
に従って、NCSSFは、当行の株式資本10十億株を1株当たり額面1人民元で引き受けた。引受後、NCSSFは、当行の登録株
式総数の3.70%を保有した。

 
 

（後　略）

　　次へ
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＜訂正後＞
 
以下は、報告会計士で、公認会計士事務所であるデロイト・トウシュ・トーマツから香港目論見書に組み込むこと
を目的として取得した報告書の本文である。
 
会計士報告書
 
2010年6月30日
取締役 
中国農業銀行股?有限公司 
チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド
ゴールドマン・サックス (アジア)エル・エル・シー 
モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド
ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店 
J.P. モルガン・セキュリティーズ(アジア・パシフィック)リミテッド
マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド 
ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッド
各位
私どもは、2007年、2008年および2009年12月31日に終了した3年間の各年度(以下「関連期間」という。）の中国農
業銀行股?有限公司(以下「当行」という。)およびその子会社(以下、総称して「当行グループ」という。)に関連す
る財務情報(以下「当財務情報」という。)に対する私どもの報告書を以下に掲げている。当財務情報は、香港証券取
引所(以下「証券取引所」という。)のメインボードにおける当行の株式の新規上場に関連して、2010年6月30日付の
当行の目論見書(以下「香港目論見書」という。)に掲載するために作成された。 

（中　略）
 

Ⅲ．国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)の適用
 

（中　略）
 
当行グループは、公表されたがまだ発効していない、以下の新基準、改訂基準、修正および解釈指針を早期適用して
いない。

 
IFRS(修正) 2008年5月公表の「IFRSの改善」の一環としてのIFRS第5号の修正

1

IFRS(修正) 2009年4月公表の「IFRSの改善」
2

IFRS(修正) 2010年5月公表の「IFRSの改善」
6
　(IFRS第1号の修正を除く。)

IAS第27号(改訂) 「連結および個別財務書類」
1

IAS第32号(修正) 「株主割当で発行された新株予約権の分類」
4

IAS第39号(修正) 「適格なヘッジ対象」
1

IFRS第1号(修正) 「初度適用企業に対する追加の免除規定」
3

IFRS第2号(修正) 「グループ現金決済型株式報酬取引」
3

IFRS第3号(改訂) 「企業結合」
1

IFRS第9号 「金融商品」
7

IFRIC第14号(修正) 「最低積立要求額の前払い」
6

IFRIC第17号 「所有者に対する非現金資産の分配」
1

IFRIC第19号 「資本性金融商品による金融負債の消滅」
5

 
1
 2009年7月1日以降に開始する事業年度から適用
2
 2009年7月1日および2010年1月1日以降に開始する事業年度から適宜適用される修正
3
 2010年1月1日以降に開始する事業年度から適用
4 
2010年2月1日以降に開始する事業年度から適用
5 
2010年7月1日以降に開始する事業年度から適用
6
 2010年7月1日および2011年1月1日以降に開始する事業年度から適宜適用
7 
2011年1月1日以降に開始する事業年度から適用
8 
2013年1月1日以降に開始する事業年度から適用

 

（中　略）
 
39．利益準備金および(累積欠損金)/利益剰余金
　当行の(累積欠損金)/利益剰余金の変動
 
(単位：百万人民元)   

注記 2007年 2008年 2009年
1月1日現在  (889,463) (846,086)10,677
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当期純利益  43,38351,59164,892
準備金の資本組入 II.3 － (34,497)－ 
資本再編 II.3 － 840,859 －
利益剰余金繰入額  － (1,187)(6,489)
一般および法定準備金繰入額 VI.40 (6) (3) (10,695)
12月31日現在  (846,086)10,67758,385

 
中国の関連法令に従い、当行は、純利益の10%を分配不能な法定利益準備金に振り替えることが義務付けられてい
る。法定利益準備金の残高が株式資本の50%に到達した時点で、当該準備金への振替を終了することができる。
 

（中　略）
 
43．関連当事者取引
 

（中　略）
 
(5) 主要経営者との取引 
主要経営者とは、当行グループの活動を計画、指示および管理する権利ならびに責任を有する者である。
 
各事業年度における取締役およびその他の主要経営者の報酬は、以下の通りである。
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
給料、賞与および福利厚生費 8.71 8.41 8.36 

 
2010年6月11日に基礎となる財務書類が取締役会により承認された際の2009年度についての主要経営者の報酬パッ
ケージの総額は、中国政府の承認を前提とした当行による見積額であった。中国政府による承認後、総額17.37百万人
民元の報酬パッケージが、2010年6月13日の年次株主総会で承認された。経営者は、引当が行われていない追加の報酬
額は当行グループの2009年12月31日終了事業年度の財務書類に重要な影響を及ぼさないと考えている。
 

（中　略）
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44．偶発負債およびコミットメント

 
（中　略）

 
(2) 資本コミットメント

 
当行グループ 

 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
契約済だが払込未了 2,122 4,135 6,217 
承認済だが契約未締結 259 1,262 1,102 
合計 2,381 5,397 7,319 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
契約済だが払込未了 2,122 4,134 6,217 
承認済だが契約未締結 259 1,262 1,102 
合計 2,381 5,396 7,319 

 
（中　略）

 
B.後発事象

 
(1) 2010年4月21日に、MOF、匯金公司、当行および全国社会保障基金理事会(the National Council for Social
Security Fund、以下「NCSSF」という。)により調印された「中国農業銀行股?有限公司株式の引受に関する合意」
に従って、NCSSFは、当行の株式資本10十億株を1株当たり額面1人民元で引き受けた。引受後、NCSSFは、当行の株式総
数の3.70%を保有した。
 
(2) 2010年4月21日の臨時株主総会において、2009年度の利益処分が以下の通り決議された。
 
(ⅰ) 当行の2009年度の単体での当期純利益64,892百万人民元に基づく、6,489百万人民元の法定利益準備金への繰

入
(ⅱ) 38,386百万人民元の一般準備金への繰入
(ⅲ) MOFおよび匯金公司への20十億人民元の現金配当
 
法定利益準備金への繰入に関連する上記項目(ⅰ)は、2009年12月31日現在の当行および当行グループの財務書類
の利益準備金に計上され、前述のセクションAのⅥ.注記39において開示された。
 
上記項目(ⅲ)は、前述のセクションAのⅥ.注記45において開示された。
 
上記の利益処分の結果、当行および当行グループの利益剰余金に含まれる2009年12月31日からの繰越残高は、それ
ぞれ約0十億人民元および14億人民元に減少した。
 
(3) 2010年6月18日に、11名の特定投資家が、オファー価格により総額54.5億米ドルで当行のH株式を引き受ける、中
核的投資家契約を当行と締結した。詳細は、当目論見書の附属書類Ⅸの「重要な契約の要約」(訳者注：2010年6月24
日提出の有価証券届出書(訂正を含む。)の「第二部　第３-５ 経営上の重要な契約等」)に記載されている。

 
（後　略）
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３【その他】
 
（３）その他
 
a.　無監査中間財務情報
 
＜訂正前＞
 

（中　略）
 
中間財務情報のレビュー報告書
 
中国農業銀行股?有限公司
取締役会　御中 
 

（中　略）
 
結論
私どもが実施したレビューにおいて、当中間財務情報がIAS第34号に準拠して作成されていないと考えられる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 
デロイト・トウシュ・トーマツ
公認会計士事務所
香港
 
[2010年6月30日]
 

（中　略）
 
2010年3月31日に終了した3ヶ月間の要約連結財務情報に対する注記
(金額は、別途記載がある場合を除き、百万人民元を表す。)
 

（中　略）
 
Ⅱ．重要な会計方針
 
当要約連結財務書類は、公正価値で測定する一部の金融商品を除き、取得原価基準で作成されている。当要約連結
財務書類で使用されている会計方針は、国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)に準拠して作成された、2009年12
月31日に終了した事業年度の当行グループの財務書類に使用された方針と首尾一貫している。
 
当中間期間において、当行グループは、2010年1月1日に開始した当行グループの事業年度に適用される、国際会計
基準審議会(以下「IASB」という。)が公表した多数の新基準および改訂基準、修正および解釈指針(以下「新IFRSま
たは改訂IFRS」という。)を初めて適用している。
 
新IFRSまたは改訂IFRSの適用は、当期間および過去の期間に重要な影響を与えなかった。従って、修正は必要とな
らなかった。
 
当行グループは、公表されたがまだ発効していない、以下の新基準、改訂基準、修正および解釈指針を早期適用して
いない。
 

IFRS(修正) 2010年5月公表の「IFRSの改善」
1 
(IFRS第1号の修正を除く。)

IAS第32号(修正) 「株主割当で発行された新株予約権の分類」
2

IFRS第1号(修正) 「初度適用企業に対するIFRS第7号の比較情報開示の限定的免除」
3

IFRS第9号 「金融商品」
5

IFRIC第14号(修正) 「最低積立要求額の前払い」
4

IFRIC第19号 「資本性金融商品による金融負債の消滅」
3

1
 2010年7月1日および2011年1月1日以降に開始する事業年度から適宜適用
2
 2010年2月1日以降に開始する事業年度から適用
3 
2010年7月1日以降に開始する事業年度から適用
4 
2011年1月1日以降に開始する事業年度から適用
5 
2013年1月1日以降に開始する事業年度から適用

 
（中　略）
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34.　　 関連当事者取引
 

（中　略）
 
(5)　　 主要経営者との取引 
主要経営者とは、当行グループの活動を計画、指示および管理する権利および責任を有する者である。
 
報告期間における取締役およびその他の主要経営者の報酬は、以下の通りである。
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

 

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

給料、賞与および福利厚生費 2.38 1.88

2010年6月11日に基礎となる財務書類が取締役会により承認された際の2009年度についての主要経営者の報酬
パッケージの総額は、中国政府の承認を前提とした当行による見積額であった。中国政府による承認後、総額17.37百
万人民元の報酬パッケージが、2010年6月13日の株主総会で承認された。経営者は、引当が行われていない追加の報酬
額は当行グループの2009年12月31日終了事業年度の財務書類に重要な影響を及ぼさないと考えている。
 
(6)　　 当行と年金基金との取引

（中　略）
 
37.　　 後発事象
2010年4月21日に、MOF、匯金公司、当行および全国社会保障基金理事会(the National Council for Social 
Security Fund、以下「NCSSF」という。)により調印された「中国農業銀行股?有限公司株式の引受に関する合意」
に従って、NCSSFは、当行の株式資本10十億株を1株当たり額面1人民元で引き受けた。引受後、NCSSFは、当行の登録株
式総数の3.70%を保有した。
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＜訂正後＞
 

（中　略）
 
中間財務情報のレビュー報告書
 
中国農業銀行股?有限公司
取締役会　御中 
 

（中　略）
結論
私どもが実施したレビューにおいて、当中間財務情報がIAS第34号に準拠して作成されていないと考えられる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 
デロイト・トウシュ・トーマツ
公認会計士事務所
香港
 
2010年6月30日
 

（中　略）
 
2010年3月31日に終了した3ヶ月間の要約連結財務情報に対する注記
(金額は、別途記載がある場合を除き、百万人民元を表す。)
 

（中　略）
 
Ⅱ．重要な会計方針
 
当要約連結財務書類は、公正価値で測定する一部の金融商品を除き、取得原価基準で作成されている。当要約連結
財務書類で使用されている会計方針は、国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)に準拠して作成された、2009年12
月31日に終了した事業年度の当行グループの財務書類に使用された方針と首尾一貫している。
 
当中間期間において、当行グループは、2010年1月1日に開始した当行グループの事業年度に適用される、国際会計
基準審議会(以下「IASB」という。)が公表した多数の新基準および改訂基準、修正および解釈指針(以下「新IFRSま
たは改訂IFRS」という。)を初めて適用している。
 
新IFRSまたは改訂IFRSの適用は、当期間および過去の期間に重要な影響を与えなかった。従って、修正は必要とな
らなかった。
 
当行グループは、公表されたがまだ発効していない、以下の新基準、改訂基準、修正および解釈指針を早期適用して
いない。
 

IFRS(修正) 2010年5月公表の「IFRSの改善」
1 
(IFRS第1号の修正を除く。)

IAS第32号(修正) 「株主割当で発行された新株予約権の分類」
2

IFRS第9号 「金融商品」
5

IFRIC第14号(修正) 「最低積立要求額の前払い」
4

IFRIC第19号 「資本性金融商品による金融負債の消滅」
3

1
 2010年7月1日および2011年1月1日以降に開始する事業年度から適宜適用
2
 2010年2月1日以降に開始する事業年度から適用
3 
2010年7月1日以降に開始する事業年度から適用
4 
2011年1月1日以降に開始する事業年度から適用
5 
2013年1月1日以降に開始する事業年度から適用

 
（中　略）

 
34.　　 関連当事者取引
 

（中　略）
 
(5)　　 主要経営者との取引 
主要経営者とは、当行グループの活動を計画、指示および管理する権利および責任を有する者である。
 
報告期間における取締役およびその他の主要経営者の報酬は、以下の通りである。
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間
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2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

給料、賞与および福利厚生費 2.38 1.88

 
(6)　　 当行と年金基金との取引

（中　略）
 
37.　　 後発事象
(1) 2010年4月21日に、MOF、匯金公司、当行および全国社会保障基金理事会(the National Council for Social
Security Fund、以下「NCSSF」という。)により調印された「中国農業銀行股?有限公司株式の引受に関する合意」
に従って、NCSSFは、当行の株式資本10十億株を1株当たり額面1人民元で引き受けた。引受後、NCSSFは、当行の株式総
数の3.70%を保有した。
 
(2) 2010年4月21日の臨時株主総会において、2009年度の利益処分が以下の通り決議された。
 
(ⅰ) 当行の2009年度の単体での当期純利益64,892百万人民元に基づく、6,489百万人民元の法定利益準備金への繰

入
(ⅱ) 38,386百万人民元の一般準備金への繰入
(ⅲ) MOFおよび匯金公司への20十億人民元の現金配当
 
法定利益準備金への繰入に関連する上記項目(ⅰ)は、2009年12月31日現在の当行および当行グループの財務書類
の利益準備金に計上された。
 
上記項目(ⅲ)は、Ⅲ.注記36において開示された。
 
(3) 2010年6月18日に、11名の特定投資家が、オファー価格により総額54.5億米ドルで当行のH株式を引き受ける、中
核的投資家契約を当行と締結した。詳細は、当目論見書の附属書類Ⅸの「重要な契約の要約」(訳者注：2010年6月24
日提出の有価証券届出書(訂正を含む。)の「第二部　第３-５ 経営上の重要な契約等」)に記載されている。
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